
整備し、在住外国人に対して積極的に関わっていけるようにしていく必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 刈谷市国際交流協会親善ボランティア登録者数（人 284 327 257 350 320
指標 ）
活動 ナマステ・インディア来場者数（人） 3,700 3,800 ― 3,800 3,900
指標

　県内のほとんどの自治体が国際交流協会を設置しているが、法人格を持つ名古屋市、豊橋市、豊田市、豊
他市との 川市を除き、事業規模は小さい。本市においては、専属職員により積極的な事業展開を図っている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 25,649 27,299 22,321 41,912 合計 22,321,131 円
旅費 1,720 円

財
　
源

特定財源 10,231 10,347 10,380 10,635 負担金、補助及び
交付金 22,319,411 円

一般財源 15,418 16,952 11,941 31,277

職員人件費　② 5,401 4,621 5,226 5,650

総事業費（①＋②） 3

Ｄ

1,050 31,92

　

0 27,547 47,

　

562

建
設
事
業

全体事

　

業費（単位：千円） 0

Ｏ

２年度特定財源名称

２

　

年度までの累積事業費

　

0 国際交流振興基金積

∧

立金利子
市町村振興協

　

会新宝くじ交付

４年度

　

以降の事業費見込 0 金

実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 計画推進

基本施

令

策 共生・交流
施策体系

和

施策の内容 国際交流・

２

都市間交流の推進

目
　

年

　
　
的

　在住外国人や

度

諸外国との市民レベル

評

の友好

主
た
る
内
容

○国

価

際交流の推進と姉妹都

）

市のＰＲ
親善を深め、

刈

文化の多様性や相互理

谷

解を促進 ○刈谷市国際

市

交流協会への運営補助

事

し、多文化社会の形成

務

と地域社会の国際化を

事

推進する。

位
置
づ
け

関

業

連計画 刈谷市国際化・

評

多文化共生推進計画

根

価

拠法令  

対象者 対象者

シ

を限定せず 事業期間 昭

ー

和５５年度 ～

実施方法

ト

■直営　□委託　□指

（

定管理　■補助・助成

様

　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事

部

　
業
　
実
　
績

３０年度

市

実績 元年度実績 ２年度

民

実績 ３年度計画

・ミサ

活

サガ市長の招待 ・刈谷

動

市国際交流協会への運

部

・刈谷市国際交流協会

一

への運 ・刈谷市国際交

般

流協会への運
・刈谷市

会

国際交流協会への運 　

計

営補助 　営補助 　営補

国

助
　営補助 ・市長表敬

際

訪問の受入れ ・諸外国

交

及び国際交流関連諸
・

流

市長表敬訪問の受入れ

振

　在トロント日本国総

興

領事 　団体の市長表敬

事

訪問の受入
　トヨタ紡

業

織学園　　　 4人  

担

          

当

          

課

  1人 　れ    

市

          

民

     2人
　青年

協

海外協力隊　　 　2

働

人 　インディアナ州政

課

府駐日代 ・姉妹都市提

款

携40周年を記念
　刈

項

谷北高校　　　　　1

目

3人   表　　　　　

担

　　     1人 　

当

した式典開催、記念品

係

贈呈

　刈谷市国際交流

協

協会を通じ、国際化･

働

多文化共生に関する各

推

種事業を推進するとと

進

もに、カナダ・ミササ

係

ガ市との姉妹

成果
都市

2

交流を中心とした国際

1

交流と友好親善を促進

1

できた。

　刈谷市国際交流協会の運営体制を



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　世界の多様性を活

令

かし、人や情報のつな

和

がりや都市間の
・法的

３

業務
高い

交流を深める

年

ために本事業の必要性

度

は高い。
必要性 ・市民

（

ニーズ、社会需要
・市

令

民生活上必要である　

和

など

　市民ニーズや社

２

会情勢に合わせた事業

年

への見直しや自主
・コ

度

ストの節減、費用対効

評

果
普通

財源を増加させ

価

るための運営の検討が

）

必要である。
効率性 ・

刈

執行体制の効率性
・手

谷

段の最適性　など

　地

市

域に寄り添った支援を

事

するためには、刈谷市

務

国際交流
・市が主体と

事

なって実施する
普通

協

業

会が主体となって実施

評

していくことが有効で

価

ある。
妥当性 　べき事

シ

業であるか
・総合計画

ー

との整合性　など

　日

ト

本語教室の開催やミサ

（

サガ市との市民団派遣

様

など様々

施策への ・施

式

策への貢献度
高い

な事

２

業を実施しており、国

）

際交流、都市間交流へ

会

の貢献は
・目標達成度

計

高い。
貢献度 ・市民サ

名

ービスへの効果　など

担

今後の方向性 □拡充　

当

□現状維持　■改善・

部

効率化　□縮小　□終

市

期設定　□休止・廃止

民

　刈谷市国際交流協会

活

が地域に住む外国人市

動

民にとって身近な機関

部

となるような事業を実

一

施するとともに組織的

般

に運
営が行える体制を

会

整えていく。

計
国際交

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

流

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

振

価
　
∨

興事業
担当課 市民協働課

款 項 目 担当係 協働推進係

2 1 1



及び情報誌の作成 　イベント及び情報誌の作成
　成検討会の開催　　　 6回 　検討会の開催     　 10回 　検討会の開催　　　　 5回 　検討会の開催　　　　 5回
・委員会の開催　　　　 2回 ・委員会の開催　　　　 2回 ・日本語支援団体連絡協議会 ・日本語支援団体連絡協議会
・日本語支援団体連絡協議会 ・日本語支援団体連絡協議会 　の開催　　　　　　　 2回 　の開催　　　　　　　 2回
　の開催               1回 　の開催               2回

　外国人市民が役立つガイドブックの作成やベトナム国籍の方を対象とした市民団体を設立することができた。

成果

　多文化共生のモデル地域で実施したコミュニティガーデンにおける成果や課題を活かし、市内他地域へ展開していく必

要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

成果 ＥＳＤ推進メニューの受講者数（人） 248 98 40 250 300
指標
成果 イベントにおける外国人市民の参加者数（人） 253 260 289 300 400
指標

　市民主体のプロジェクトチームが事業を行う例はあまり見られず、本市の事業は先進的な取組である。
他市との
比較検証

Ｄ
　

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

　

　
ス
　
ト

単位：千円
３

　

０年度 元年度 ２年度 ３

Ｏ

年度 ２年度

（決算） （

　

決算） （決算） （予算

　

） 事業費内訳

事業費　

∧

① 2,992 3,05

　

3 2,995 3,13

　

9 合計 2,994,8

実

75 円
報償費 49,

　

400 円

財
　
源

特定

　

財源 0 0 0 0 委託料 2

施

,943,875 円

　

使用料及び賃借料 1,

　

600 円

一般財源 2

∨

,992 3,053 2,995 3,139

職員人件費　② 7,716 7,702 7,466 9,040

総事業費（①＋②） 10,708 10,755 10,461 12,179

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 計画推進

基本

令

施策 共生・交流
施策体

和

系
施策の内容 多文化共

２

生の推進

目
　
　
　
的

　

年

国籍や文化の違いにか

度

かわらず、外国人と

主

評

た
る
内
容

○国際化・多

価

文化共生推進委員会の

）

運営
日本人が互いに対

刈

等な関係を築きながら

谷

、地 ○第3期重点協働

市

プロジェクトの推進
域

事

社会の構成員として、

務

豊かに暮らせるまち 　

事

・モデル地域での市民

業

団体の自立化に向け
づ

評

くりを推進する。 　　

価

た取組
　・ＥＳＤ推進

シ

メニューの実施
　・外

ー

国人市民との協働によ

ト

る情報誌の作成
　　及

（

びイベントの実施
○日

様

本語支援団体連絡協議

式

会の運営

位
置
づ
け

関連

１

計画 刈谷市国際化・多

）

文化共生推進計画

根拠

会

法令

対象者 対象者を限

計

定せず 事業期間 平成２

名

４年度 ～

実施方法 ■直

担

営　■委託　□指定管

当

理　□補助・助成　□

部

その他

市民活動部

一般会

Ｂ
　
事
　
業

計

　
実
　
績

３０年度実績

多

元年度実績 ２年度実績

文

３年度計画

・モデル地

化

域での市民団体の ・モ

共

デル地域での市民団体

生

の ・モデル地域での市

推

民団体の ・モデル地域

進

での市民団体の
　自立

事

化に向けた取組の実施

業

　自立化に向けた取組

担

の実施 　自立化に向け

当

た取組の実施 　自立化

課

に向けた取組の実施
・

市

ＥＳＤ推進メニューの

民

試行 ・ＥＳＤ推進メニ

協

ューの試行 ・ＥＳＤ推

働

進メニューの実施 ・Ｅ

課

ＳＤ推進メニューの実

款

施
　実施　　　　　　

項

　　 3校 　実施　　

目

　　　　　　 2校 　

担

　　　　　　　　　　

当

 1校 　　　　　　　

係

　　　　 3校
・外国

協

人市民との協働による

働

・外国人市民との協働

推

による ・外国人市民と

進

の協働による ・外国人

係

市民との協働による
　

2

外国人市民向け情報誌

1

の作 　イベント及び情

1

報誌の作成 　イベント



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　外国人市民の増

令

加により、文化的背景

和

の違いによる地域
・法

３

的業務
高い

での相互理

年

解の必要性が高まって

度

いる。市民相互交流等

（

に
必要性 ・市民ニーズ

令

、社会需要 より、国籍

和

・年齢・性別を問わず

２

一人ひとりが地域づく

年

り
・市民生活上必要で

度

ある　など に参画でき

評

る本事業の必要性は高

価

い。

　住民及びＮＰＯ

）

団体等との協働で事業

刈

を推進することで
・コ

谷

ストの節減、費用対効

市

果
普通

それぞれが担う

事

役割を分担し、効率性

務

やコスト削減に努め
効

事

率性 ・執行体制の効率

業

性 るように働きかけて

評

いる。
・手段の最適性

価

　など

　文化的背景の

シ

違いにより発生する問

ー

題については、相互
・

ト

市が主体となって実施

（

する
高い

理解が不可欠

様

であり、理解を進める

式

機会を創出するうえで

２

妥当性 　べき事業であ

）

るか 行政の果たす役割

会

は非常に高い。
・総合

計

計画との整合性　など

名

　第7次総合計画にお

担

ける交流共生分野の施

当

策を担う事業で

施策へ

部

の ・施策への貢献度
高

市

い
あり、地域における

民

多文化共生の推進は、

活

活力ある地域づ
・目標

動

達成度 くりに寄与して

部

いる。
貢献度 ・市民サ

一

ービスへの効果　など

般

今後の方向性 ■拡充　

会

□現状維持　□改善・

計

効率化　□縮小　□終

多

期設定　□休止・廃止

文

　地域に住む日本人市

化

民と外国人市民の相互

共

理解を図るため、市民

生

交流の場や機会を創出

推

していく。

進事業
担

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

当

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価

課

　
∨

市民協働課

款 項 目 担当係 協働推進係

2 1 1



や夢ファンド補助金の
・しゃべり場開催　　   1回 ・しゃべり場開催　　   1回 ・しゃべり場開催　　   1回 　交付　　　　　　　  23件
・まちづくり講座開催 1企画 ・まちづくり講座開催 2企画 ・まちづくり講座開催  中止 ・しゃべり場開催　　   1回
・まつり場開催　　   1企画 ・まつり場開催　　   1企画 ・まつり場開催　　   1企画 ・まちづくり講座開催 2企画

・まつり場開催　　   1企画

　コラボ７０補助金を含む全ての補助申請団体に対して補助採択できたことや、学び舎基礎編修了によりつなぎびとが10

成果
名増加したこと、協働のまつり場の実施により担当課の施策に市民意見が反映できたことなど、協働事業を様々な方面で

推進できた。

　市民活動支援基金への寄付及びかりや夢ファンド補助金申請件数を増やすため、更なる周知・広報を図る必要がある。

また、まちづくりコーディネーター登録件数が減少しており、学び舎受講生を増やすための検討をしていく必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 まちづくりコーディネーター派遣回数（回） 7 13 7 20 25
指標
成果 かりや夢ファンド申請件数（件） 10 18 20 20 25
指標

　個別に類似の事業を実施している自治体は県内にいくつかあるものの、刈谷市のように施

Ｄ

策を体系立て、
他市と

　

の 相互の連携を持った

　

取り組みはほとんど見

　

られない。
比較検証

Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

施

ト

単位：千円
３０年度

　
元年度 ２年度 ３年度 ２　 年度

（決算） （決算）
∨

（決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 7,022 7,152 13,802 14,463 合計 13,801,520 円
報償費 60,000 円

財
　
源

特定財源 725 835 3,327 4,031 旅費 22,920 円
委託料 5,684,250 円

一般財源 6,297 6,317 10,475 10,432 使用料及び賃借料 7,350 円
負担金、補助及び

職員人件費　② 11,573 11,167 9,706 9,417 交付金 8,027,000 円

総事業費（①＋②） 18,595 18,319 23,508 23,880

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 市民活動支援基金繰入金

４年度以降の事業費見込 0

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 計画推進

基本施

令

策 参加・協働
施策体系

和

施策の内容 参加・協働

２

の機会の充実

目
　
　
　

年

的

　共存・協働のまち

度

づくりを推進するため

評

、

主
た
る
内
容

○共存・

価

協働のまちづくり推進

）

委員会の運営
共存・協

刈

働のまちづくり推進委

谷

員会の運営及 ○つなぎ

市

の学び舎の開催
び推進

事

に向けた具体的な施策

務

を実施し、市民 ○かり

事

や夢ファンド補助金の

業

交付
同士がつながりあ

評

い、主体的に活動する

価

まち ○わがまちのしゃ

シ

べり場の開催
を目指す

ー

。 ○まちづくり講座の

ト

開催
〇協働のまつり場

（

の開催

位
置
づ
け

関連計

様

画 刈谷市共存・協働の

式

まちづくり推進基本方

１

針

根拠法令 刈谷市共存

）

・協働のまちづくり推

会

進条例、刈谷市市民活

計

動支援基金条例

対象者

名

対象者を限定せず 事業

担

期間 平成１９年度 ～

実

当

施方法 ■直営　■委託

部

　□指定管理　■補助

市

・助成　□その他

民活動部

一般会計
市

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

３

民

０年度実績 元年度実績

協

２年度実績 ３年度計画

働

・委員会運営　全体　

推

   2回 ・委員会運

進

営　全体　   3回

事

・委員会運営　全体　

業

   2回 ・委員会運

担

営　全体　   3回

当

　　　　　　　部会　

課

   6回 　　　　　

市

　　部会　   5回

民

　　　　　　　部会　

協

   6回 　　　　　

働

　　部会　   5回

課

・学び舎（実践編）　

款

  10回 ・学び舎（

項

基礎編）　   6回

目

・学び舎（実践編）　

担

   5回 ・学び舎（

当

実践編・基礎編）
・か

係

りや夢ファンド補助金

協

の ・かりや夢ファンド

働

補助金の ・かりや夢フ

推

ァンド補助金の 　 　

進

　　　　　　　　 1

係

1回
　交付　　　　　

2

　　   9件 　交付

1

　　　　　　　   

1

6件 　交付　　　　　　　  14件 ・かり



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　少子高齢化や家族

令

のあり方が変容する中

和

、市民ニーズは
・法的

３

業務
高い

複雑化、多様

年

化している。これに対

度

し、行政による対応だ

（

必要性 ・市民ニーズ、

令

社会需要 けではなく、

和

住民一人ひとりがまち

２

の課題を自分ごととし

年

・市民生活上必要であ

度

る　など て捉え、共存

評

協働の意識に基づく、

価

地域での支えあいの必

）

要性は高まっている。

刈

　本事業はＮＰＯ団体

谷

へ委託することにより

市

、専門知識、
・コスト

事

の節減、費用対効果
普

務

通
育成ノウハウを活用

事

し、事業全体の効果的

業

な実施に努めて
効率性

評

・執行体制の効率性 い

価

る。
・手段の最適性　

シ

など

　刈谷市共存・協

ー

働のまちづくり推進基

ト

本方針の中で示さ
・市

（

が主体となって実施す

様

る
高い

れている「自分

式

ごと」の考え方、共存

２

協働の意識の啓発を
妥

）

当性 　べき事業である

会

か 図るため、市民、各

計

種団体、市の協働によ

名

り、実施すべき
・総合

担

計画との整合性　など

当

事業である。

　まちづ

部

くりに関心の高い市民

市

の育成を図るため、市

民

民同

施策への ・施策へ

活

の貢献度
高い

士が交流

動

を行う場を多く提供し

部

、市民の参加・協働の

一

機会
・目標達成度 の充

般

実を図っている。
貢献

会

度 ・市民サービスへの

計

効果　など 　

今後の方

市

向性 □拡充　□現状維

民

持　■改善・効率化　

協

□縮小　□終期設定　

働

□休止・廃止

　刈谷市

推

共存・協働のまちづく

進

り推進基本方針に基づ

事

いた事業展開していく

業

ために、実施事業の進

担

捗管理を行いなが
ら、

当

随時見直しや新たな手

課

法の導入を検討する。

市民協働

Ｃ
 
　
Ｈ
 

課

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

款

∧
　
評
　
価
　
∨

項 目 担当係 協働推進係

2 1 1



進

むぎ場参加者数　　 

係

19人・つむぎ場参加

2

者数　　 30人
・つ

1

ながるねット ・つなが

1

るねット ・つながるねット ・つながるねット
　セッション数   　30,256件　セッション数 　  27,031件　セッション数   　22,117件　セッション数   　30,000件
・保険適用数　　 　　　 6件・保険適用数　　 　　　 8件・保険適用数　　 　　　 5件・保険適用数　　 　　　 9件

　市民活動センターのボランティアに関する情報・人・物の交流の場としての機能の充実を図ることができた。

成果

　つながるねットのＰＲイベントを実施したが、活用実績が伸びなかったためにＰＲ方法を再度検討する必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 市民ボランティア活動センター事業数（車座・スキ 11 12 10 12 13
指標 ルアップ講座）（件）
成果 市民ボランティア活動センター登録数（団体） 526 537 543 550 560
指標

つながるねット登録団体数（R3.3.31現在）　合計：846団体
他市との 刈谷市 547　知立市 149　高浜市 50　東浦町 100
比較検証  

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内

Ｄ

訳

事業費　① 35,2

　

68 36,785 35

　

,256 36,569

　

合計 35,255,6

Ｏ

73 円
需用費 2,0

　

94,399 円

財
　

　

源

特定財源 1,498

∧

1,504 1,468

　

1,504 役務費 55

　

2,067 円
委託料

実

29,978,177

　

 円

一般財源 33,7

　

70 35,281 33

施

,788 35,065

　

使用料及び賃借料
2,

　

631,030 円

職

∨

員人件費　② 2,700 3,081 2,240 0

総事業費（①＋②） 37,968 39,866 37,496 36,569

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 元気な愛知の市町村づくり補
助金

４年度以降の事業費見込 0 衣浦定住自立圏構成市町負担
金

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 計

令

画推進

基本施策 参加・

和

協働
施策体系

施策の内

２

容 市民活動の推進

目
　

年

　
　
的

　地域づくりの

度

担い手として、市民が

評

主体と

主
た
る
内
容

○市

価

民ボランティア活動セ

）

ンターの管理運営
なっ

刈

た市民ボランティア活

谷

動が発展していく ○3

市

市1町によるボランテ

事

ィア活動情報サイト
環

務

境づくりを目指すとと

事

もに、市民ボランテ 　

業

「かりや衣浦つながる

評

ねット」を活用した
ィ

価

ア活動情報の受発信と

シ

活動支援の場を提供 　

ー

各種情報の提供
するこ

ト

とにより、市民ボラン

（

ティア活動の活 ○市民

様

活動総合補償制度の運

式

用
性化を図る。

位
置
づ

１

け

関連計画 刈谷市共存

）

・協働のまちづくり推

会

進基本方針

根拠法令 刈

計

谷市民ボランティア活

名

動センター条例

対象者

担

市民 事業期間 平成１５

当

年度 ～

実施方法 ■直営

部

　■委託　■指定管理

市

　□補助・助成　□そ

民

の他

活動部

一般会計
市

Ｂ
　
事
　
業
　

民

実
　
績

３０年度実績 元

ボ

年度実績 ２年度実績 ３

ラ

年度計画

・相談件数　

ン

　　　　1,159件

テ

・相談件数　　　　　

ィ

1,343件・相談件

ア

数　　　　　1,51

活

6件・相談件数　　　

動

　　1,600件
・マ

支

ッチング件数　　　1

援

17件・マッチング件

事

数　　　118件・マ

業

ッチング件数　　　 

担

79件・マッチング件

当

数　　　 90件
・団

課

体登録数　　　　52

市

6団体・団体登録数　

民

　　　537団体・団

協

体登録数　　　　54

働

3団体・団体登録数　

課

　　　550団体
・個

款

人登録数　　　　　2

項

17人・個人登録数　

目

　　　　230人・個

担

人登録数　　　　　1

当

66人・個人登録数　

係

　　　　180人
・つ

協

むぎ場参加者数　　2

働

00人・つむぎ場参加

推

者数　　160人・つ



係

2 1 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　刈谷

令

市民ボランティア活動

和

センターは、市民活動

３

・地域
・法的業務

高い

年

活動の活性化に伴い、

度

活動の拠点施設として

（

、今後ますま
必要性 ・

令

市民ニーズ、社会需要

和

す重要となる。また、

２

定住自立圏域内での活

年

発な情報発信
・市民生

度

活上必要である　など

評

が期待できる。

　登録

価

団体数や個人会員数も

）

増加している中で、費

刈

用面で
・コストの節減

谷

、費用対効果
普通

は、

市

前年度と同規模の予算

事

で事業を執行できてお

務

り、効率
効率性 ・執行

事

体制の効率性 性は維持

業

できている。
・手段の

評

最適性　など

　施設運

価

営は専門性を持ったＮ

シ

ＰＯ法人が担うことで

ー

、地
・市が主体となっ

ト

て実施する
高い

域にお

（

けるボランティア活動

様

支援の中核的な施設と

式

して、
妥当性 　べき事

２

業であるか 行政機関と

）

市民活動団体のつなぎ

会

役を担っている。
・総

計

合計画との整合性　な

名

ど

　刈谷市共存・協働

担

のまちづくり推進基本

当

方針に基づき、

施策へ

部

の ・施策への貢献度
高

市

い
地域の課題に自発的

民

に取り組む市民の支援

活

の場として大き
・目標

動

達成度 く貢献している

部

。
貢献度 ・市民サービ

一

スへの効果　など

今後

般

の方向性 □拡充　■現

会

状維持　□改善・効率

計

化　□縮小　□終期設

市

定　□休止・廃止

　刈

民

谷市共存・協働のまち

ボ

づくり推進基本方針に

ラ

基づき、市民活動の場

ン

所および情報発信の場

テ

を提供する。

ィア活動

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

支

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

援

価
　
∨

事業
担当課 市民協働課

款 項 目 担当係 協働推進



1

啓発講座の開催　　　　9回
　　参加者数　　　　　248人

・広報紙やホームページに加えてTwitter等のSNSを活用したことで若年層も含めた幅広い世代へ啓発することができた

成果
。

・講座をオンラインにより実施したことで、パートナーとの参加率を増やし、より多くの人に啓発することができた。

　講座の周知方法に苦慮し、参加者が少数にとどまったため、より多くの年齢層に対する周知方法を検討する必要がある

。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 啓発イベント・講座開催回数（回） 14 10 2 5 11
指標
成果 啓発イベント・講座参加者数（人） 990 384 44 250 1,790
指標

近隣市の啓発イベント開催状況
他市との 碧南市（年1回）、安城市（年2回）、知立市（年1回）、高浜市（年0回）
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,154 1,629 255 640 合計 255,300 円
報償費 214,000 円

財
　
源

特定財源 650 634 123 185 旅費 4,640 円
需用費 3,660 円

一般財源 2,504 995 13

Ｄ

2 455 使用料及び賃

　

借料 33,000 円

　

職員人件費　② 15,

　

045 6,161 5,

Ｏ

226 4,897

総事

　

業費（①＋②） 18,

　

199 7,790 5,

∧

481 5,537

建
設

　

事
業

全体事業費（単位

　

：千円） 0 ２年度特定

実

財源名称

２年度までの

　

累積事業費 0 地域女性

　

活躍推進交付金

４年度

施

以降の事業費見込 0

　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 計画推進

基

令

本施策 共生・交流
施策

和

体系
施策の内容 男女共

２

同参画の推進

目
　
　
　

年

的

　男女共同参画社会

度

を実現するため、「男

評

女

主
た
る
内
容

○広報紙

価

等による啓発の実施
共

）

同参画の意識づくり」

刈

を基本目標とし、広 ○

谷

映画上映会の開催
報紙

市

等による啓発及び男女

事

共同参画イベント ○市

務

民を対象とした各種講

事

座の開催
を実施するこ

業

とにより、市民の男女

評

共同参画 ○男女共同参

価

画に関するパンフレッ

シ

ト・チラ
意識の向上を

ー

図る。 　シの作成

位
置

ト

づ
け

関連計画 刈谷市男

（

女共同参画プラン

根拠

様

法令 男女共同参画社会

式

基本法、女性の職業生

１

活における活躍の推進

）

に関する法律

対象者 市

会

民 事業期間 平成１５年

計

度 ～

実施方法 ■直営　

名

■委託　□指定管理　

担

□補助・助成　□その

当

他

部 市民活動部

一般

Ｂ
　
事
　
業
　
実

会

　
績

３０年度実績 元年

計

度実績 ２年度実績 ３年

男

度計画

・広報紙等によ

女

る啓発 ・広報紙等によ

共

る啓発 ・広報紙等によ

同

る啓発 ・広報紙等によ

参

る啓発
・啓発イベント

画

の開催　  5回・啓

啓

発イベントの開催　 

発

3回 ・啓発イベントの

事

開催  中止 ・啓発講

業

座の開催　　　 5回

担

　（講演会・講座等）

当

　（高校生・大学生キ

課

ャリア 　（映画上映）

市

　　
　　  参加者数

民

    延べ341人

協

　　デザインイベント

働

） ・啓発講座の開催　

課

　　 2回
　（高校生

款

・大学生キャリア   

項

　　参加者数   延

目

べ112人 　　参加者

担

数　　　　　44人
　

当

　デザインイベント）

係

  （映画上映）来場

地

者数95人 　
　　　参

域

加者数    延べ1

支

58人・啓発講座の開

援

催　　　 7回 　　
　

係

（映画上映）来場者数

2

243人　　参加者数

1

　　　　 177人
・



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　男女共同参画

令

社会基本法に掲げる市

和

町村計画として、ま
・

３

法的業務
高い

た女性活

年

躍推進法に掲げる市町

度

村推進計画としても位

（

置づ
必要性 ・市民ニー

令

ズ、社会需要 け、更な

和

る男女共同参画社会の

２

推進が求められている

年

。
・市民生活上必要で

度

ある　など

　女性団体

評

との協働により講座を

価

実施するなど、事業の

）

効
・コストの節減、費

刈

用対効果
普通

率的な運

谷

用を図っているが、イ

市

ベントの実施内容によ

事

り参
効率性 ・執行体制

務

の効率性 加者数が大き

事

く増減する面もある。

業

各種団体と協議し、よ

評

・手段の最適性　など

価

り魅力的で効率的なイ

シ

ベントを検討する必要

ー

がある｡

　男女共同参

ト

画社会の形成は、行政

（

・企業・市民それぞれ

様

・市が主体となって実

式

施する
高い

に取組む必

２

要がある。中でも行政

）

の率先垂範が求められ

会

て
妥当性 　べき事業で

計

あるか おり、積極的に

名

推進していく必要があ

担

る。
・総合計画との整

当

合性　など

　男女がと

部

もに家事・子育て・介

市

護などの家庭生活と仕

民

事

施策への ・施策への

活

貢献度
高い

を両立でき

動

る社会の実現を目指す

部

ため、本事業の推進に

一

よ
・目標達成度 り男女

般

共同参画の推進に資す

会

るものである。
貢献度

計

・市民サービスへの効

男

果　など

今後の方向性

女

■拡充　□現状維持　

共

□改善・効率化　□縮

同

小　□終期設定　□休

参

止・廃止

・イベント等

画

への参加人数を着実に

啓

増やしていくため、魅

発

力のあるコンテンツの

事

企画、実施に努める。

業

・事業実施にあたって

担

は、講座やイベントへ

当

の参加に留まらず、そ

課

の後の自主的な活動に

市

つなげ、活動の輪を広

民

げて
いくことも重要だ

協

と考えている。
・若年

働

層へのイベントを実施

課

し、幅広い年齢層への

款

イベントの周知を図る

項

。

目 担当

Ｃ
 
　
Ｈ

係

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

地

　
∧
　
評
　
価
　
∨

域支援係

2 1 1



係

参画　
　成セミナーへ

2

の派遣　 1人 　会の

1

開催　　　　　　 3

1

回 　プラン骨子案の策定 　プランの策定
・刈谷市男女共同参画推進条 ・愛知県男女共同参画人材育 ・愛知県男女共同参画人材育
　例の制定 　成セミナーへの派遣　 1人 　成セミナーへの派遣　 1人
・市民アンケート等の実施

・「第2次刈谷市男女共同参画プラン」について、公募委員を含む男女共同参画審議会および庁内の関係部署で構成する

成果
　策定部会を開催し、施策の進捗状況に対する意見収集を行った。

・「第3次刈谷市男女共同参画プラン」策定のための市民、事業所、職員アンケート等や進捗状況をもとに、骨子案を作

　成した。

・男女共同参画推進懇話会等審議会等からの意見などを踏まえ、目標達成のためにより一層の事業推進が求められる。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 男女共同参画推進懇話会・審議会開催回数（回） 3 3 2 3 3
指標
活動 愛知県男女共同参画人材育成セミナー延べ受講者数 13 13 14 15 17
指標 （人）

・男女共同参画に関する個別計画を策定しているのは、県内36市12町1村（刈谷市策定）
他市との ・男女共同参画懇話会等を設置しているのは、県内33市8町（刈谷市設置）
比較検証 ・男女共同参画に関する条例を制定しているのは、県内18市1町（刈谷市2019年10月制定）

（※2020 年度版あいちの男女共同参画（2019 年度年次報告書）より）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

　

　
ト

単位：千円
３０年

　

度 元年度 ２年度 ３年度

実

２年度

（決算） （決算

　

） （決算） （予算） 事

　

業費内訳

事業費　① 1

施

68 2,832 811

　

2,057 合計 810

　

,920 円
報償費 1

∨

8,920 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 792,000 円

一般財源 168 2,832 811 2,057

職員人件費　② 2,932 3,081 4,106 7,910

総事業費（①＋②） 3,100 5,913 4,917 9,967

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 計画

令

推進

基本施策 共生・交

和

流
施策体系

施策の内容

２

男女共同参画の推進

目

年

　
　
　
的

　男女が互い

度

にその人権を尊重し、

評

性別にか

主
た
る
内
容

○

価

有識者や公募市民から

）

男女共同参画プラン
か

刈

わりなくその個性と能

谷

力を発揮できる男女 　

市

及びその進捗状況に対

事

して意見をもらう「
共

務

同参画社会の形成を目

事

指す。 　男女共同参画

業

審議会」の開催
〇愛知

評

県男女共同参画人材育

価

成セミナー（全
　8回

シ

）への派遣
〇第3次刈

ー

谷市男女共同参画プラ

ト

ン策定のため
　の市民

（

アンケート調査等の実

様

施
〇刈谷市男女共同参

式

画推進条例の制定・管

１

理

位
置
づ
け

関連計画 刈

）

谷市男女共同参画プラ

会

ン

根拠法令 男女共同参

計

画社会基本法、刈谷市

名

男女共同参画推進条例

担

、ＤＶ防止法

対象者 市

当

民 事業期間 平成２３年

部

度 ～

実施方法 ■直営　

市

■委託　□指定管理　

民

□補助・助成　□その

活

他

動部

一般会計
男女

Ｂ
　
事
　
業
　
実

共

　
績

３０年度実績 元年

同

度実績 ２年度実績 ３年

参

度計画

・男女共同参画

画

推進懇話会の ・男女共

プ

同参画推進懇話会の ・

ラ

男女共同参画審議会の

ン

開催 ・男女共同参画審

推

議会の開催
　開催　　

進

　　　　　 　3回 　

事

開催　　　　　　　　

業

 1回 　　　　　　　

担

　 　　　2回 　　　

当

　　　　　 　　　3

課

回
・男女共同参画プラ

市

ン推進部 ・男女共同参

民

画審議会の開催 ・男女

協

共同参画プラン策定部

働

・男女共同参画プラン

課

策定部
　会の開催　　

款

　　　　 3回 　　　

項

　　　　　　　　 2

目

回 　会の開催　　　　

担

　 　2回 　会の開催

当

　　　　　 　3回
・

係

愛知県男女共同参画人

地

材育 ・男女共同参画プ

域

ラン策定部 ・第3次刈

支

谷市男女共同参画　・

援

第3次刈谷市男女共同



2 1 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　刈谷市

令

男女共同参画プランの

和

進行管理のための審議

３

会等
・法的業務

普通
の

年

開催、人材育成セミナ

度

ーへの派遣等を行う事

（

業である。
必要性 ・市

令

民ニーズ、社会需要 今

和

後の男女共同参画施策

２

の方向性に関する意見

年

を聴取する
・市民生活

度

上必要である　など 会

評

議等は必要と考えてい

価

る。

　委員謝礼、セミ

）

ナー派遣費用等の計上

刈

であり、妥当と考
・コ

谷

ストの節減、費用対効

市

果
普通

えている。
効率

事

性 ・執行体制の効率性

務

・手段の最適性　など

事

　市の部門別計画の進

業

行管理や女性リーダー

評

の育成等は行
・市が主

価

体となって実施する
普

シ

通
政が実施又は支援し

ー

ていく必要があると考

ト

えている。
妥当性 　べ

（

き事業であるか
・総合

様

計画との整合性　など

式

　この事業そのものが

２

市民へのサービスを展

）

開するもので

施策への

会

・施策への貢献度
普通

計

はないが、懇話会等で

名

、今後の施策や事業の

担

方向性が議論
・目標達

当

成度 されることは、施

部

策の達成の一助となる

市

。
貢献度 ・市民サービ

民

スへの効果　など

今後

活

の方向性 □拡充　■現

動

状維持　□改善・効率

部

化　□縮小　□終期設

一

定　□休止・廃止

　男

般

女共同参画プランの進

会

捗管理を通して、関係

計

部署とも連携し、施策

男

に掲げる目標に向け取

女

組みを進めることで、

共

全体として男女共同参

同

画社会の形成に貢献を

参

していく。

画プラン

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

推

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価

進

　
∨

事業
担当課 市民協働課

款 項 目 担当係 地域支援係



1

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、全国から刈谷市に来ていただくことが出来なかった為、対面での直接的な

おもてなしや交流が困難だった。
課題

　オンライン配信において、回線が不安定だったり、参加方法等が分かりにくかった部分があったため改善する必要があ

る。

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 ＳＮＳによる情報発信回数（回） ― 33 152 ― ―
指標

指標
日本女性会議2019さの（栃木県佐野市）　台風被害により中止

他市との 日本女性会議2018in金沢（石川県金沢市）　参加者数：2,042人
比較検証 日本女性会議2017とまこまい（北海道苫小牧市）参加者数：1,927人

日本女性会議2016秋田（秋田県秋田市）参加者数：2,161人

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 5,522 5,677 0 合計 5,676,714 円
報酬 1,090,896 円

財
　
源

特定財源 0 2,000 0 0 職員手当等 146,643 円
負担金、補助及び

一般財源 0 3,522 5,677 0 交付金 4,439,175 円

職員人件費　② 0 11,16

Ｄ

7 16,052 0

総事

　

業費（①＋②） 0 16

　

,689 21,729

　

0

建
設
事
業

全体事業費

Ｏ

（単位：千円） 0 ２年

　

度特定財源名称

２年度

　

までの累積事業費 0

４

∧

年度以降の事業費見込

　

0

　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 計画推進

基

令

本施策 共生・交流
施策

和

体系
施策の内容 男女共

２

同参画の推進

目
　
　
　

年

的

　男女共同参画に関

度

する国内最大級のイベ

評

ン

主
た
る
内
容

〇日本女

価

性会議2020あいち

）

刈谷の開催
トである日

刈

本女性会議を開催する

谷

ことにより､
行政・企

市

業・市民などの意識改

事

革を図り、地
域社会の

務

持続可能な発展と、性

事

別にかかわら
ず一人ひ

業

とりが尊重され多様性

評

に富んだ男女
共同参画

価

社会の実現を目指す。

シ

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

ー

市男女共同参画プラン

ト

根拠法令 男女共同参画

（

社会基本法、刈谷市男

様

女共同参画推進条例

対

式

象者 市民 事業期間 令和

１

元年度 ～ 令和２年度

実

）

施方法 □直営　□委託

会

　□指定管理　■補助

計

・助成　□その他

名 担当部 市民活動部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

３

一

０年度実績 元年度実績

般

２年度実績 ３年度計画

会

　 ・日本女性会議20

計

19さの大会 ・プレイ

日

ベントの開催 　
　 　※

本

台風被害により開催中

女

止 　　申込者数　52

性

7人 　
　 ・日本女性会

会

議2020あいち刈 ・

議

国立女性教育会館主催

開

「男 　
　 　谷プレ大会

催

の開催 　女共同参画フ

事

ォーラム」に 　
　　　

業

――――――― 　　申

担

込者数  1,546

当

人 　て、オンライン展

課

示を実施 　　　―――

市

――――
・日本女性会

民

議2020あいち刈
　

協

谷の開催（オンライン

働

開催)
　　申込者数　

課

2,301人

　日本女

款

性会議史上初のオンラ

項

イン開催を決定し、コ

目

ロナ禍で会議室等に集

担

まることが出来ない中

当

、様々なオンラインツ

係

成果
ールを使いながら

地

、準備・開催し、多く

域

の方に参加いただけた

支

。また若者や男性比率

援

も例年より高く、男女

係

共同参画社会

実現に向

2

けた意識啓発を広く行

1

うことができた。

　

　



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　少子高齢化が

令

進展する中、地域社会

和

の活力を持続的に維
・

３

法的業務
高い

持するた

年

めには、多様性が尊重

度

される男女共同参画社

（

会の
必要性 ・市民ニー

令

ズ、社会需要 実現が求

和

められる。そのために

２

は、社会全体の意識改

年

革が
・市民生活上必要

度

である　など 不可欠で

評

ありその大きな契機と

価

して、日本女性会議を

）

開催
することは有効的

刈

な手段である。
　実行

谷

委員会形式をとり、地

市

元企業や個人団体等か

事

らの協
・コストの節減

務

、費用対効果
高い

賛・

事

寄附に加え、参加者も

業

費用を負担することで

評

、費用負
効率性 ・執行

価

体制の効率性 担を平準

シ

化することができる。

ー

また様々な主体を巻き

ト

込む
・手段の最適性　

（

など ことで、社会全体

様

の意識改革を図ること

式

ができる。

　市がハブ

２

の役割を担い、市民や

）

市民活動団体、事業者

会

な
・市が主体となって

計

実施する
高い

ど社会を

名

構成する様々な主体の

担

協働を推進することは

当

、男
妥当性 　べき事業

部

であるか 女共同参画社

市

会の実現のために重要

民

であり、その大きな契

活

・総合計画との整合性

動

　など 機として、市制

部

施行70周年に合わせ

一

実施することは妥当で

般

ある。
　刈谷市男女共

会

同参画プランの基本理

計

念「共に支え合い　

施

日

策への ・施策への貢献

本

度
高い

誰もが輝く　男

女

女共同参画社会の創造

性

」の実現には社会の
・

会

目標達成度 意識改革の

議

ための大きな契機が必

開

要であり、そのために

催

男
貢献度 ・市民サービ

事

スへの効果　など 女共

業

同参画に関する国内最

担

大級イベントである「

当

日本女性
会議」を開催

課

することは、施策への

市

貢献度が高い。

今後の

民

方向性 □拡充　□現状

協

維持　□改善・効率化

働

　□縮小　□終期設定

課

　□休止・廃止

　令和

款

３年３月３１日をもっ

項

て、日本女性会議20

目

20あいち刈谷実行委

担

員会を解散し、事業終

当

了。

係 地域

Ｃ
 
　

支

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

援

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

係

2 1 1



1

源

特定財源 0 0 0 0 交

1

付金 200,000 円

一般財源 0 0 200 0

職員人件費　② 0 0 1,120 0

総事業費（①＋②） 0 0 1,320 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 計画推進

令

基本施策 参加・協働
施

和

策体系
施策の内容 地域

２

活動の推進

目
　
　
　
的

年

　新型コロナウイルス

度

感染症の影響により自

評

主
た
る
内
容

　刈谷市婦

価

人会連絡協議会を対象

）

に、結婚相
粛していた

刈

活動を再開するに当た

谷

り、必要と 談活動等支

市

援交付金を交付する。

事

なる感染症対策を支援

務

し、安全を確保するこ

事

とで、結婚相談事業及

業

び貸衣裳事業の活性化

評

を図る。

位
置
づ
け

関連

価

計画

根拠法令 刈谷市結

シ

婚相談活動等支援交付

ー

金交付要綱

対象者 刈谷

ト

市婦人会連絡協議会 事

（

業期間 令和２年度 ～ 令

様

和２年度

実施方法 □直

式

営　□委託　□指定管

１

理　■補助・助成　□

）

その他

会計名 担当部 市民

Ｂ
　
事
　
業

活

　
実
　
績

３０年度実績

動

元年度実績 ２年度実績

部

３年度計画

　 　 ・支援

一

事業 　
　 　 　結婚相談

般

事業 　
　 　 　貸衣裳事

会

業 　
　 　 　
　　　――

計

――――― 　　　――

結

――――― 　　　――

婚

―――――

刈谷市婦人

相

会連絡協議会に対し、

談

感染症対策を支援し、

活

安全を確保しつつ活動

動

の活性化を図ることが

等

できた。

成果

課題

指標

支

名称（単位）
実績値 目

援

標値

３０年度 元年度 ２

事

年度 ３年度 ５年度

活動

業

結婚相談見合件数（件

担

） ― 34 ―
指標
活動 貸

当

衣裳貸出回数（回） ―

課

184 ―
指標

他市との

市

比較検証

民協働課

款 項 目 担

Ｃ
　
事
　
業

当

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

係

円
３０年度 元年度 ２年

地

度 ３年度 ２年度

（決算

域

） （決算） （決算） （

支

予算） 事業費内訳

事業

援

費　① 0 0 200 0 合

係

計 200,000 円

2

負担金、補助及び

財
　



1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　新型コロナ

令

ウイルス感染症の拡大

和

防止のため、活動を縮

３

・法的業務
高い

小して

年

いる刈谷市婦人会連絡

度

協議会に対する支援と

（

して効
必要性 ・市民ニ

令

ーズ、社会需要 果的な

和

施策と考える。
・市民

２

生活上必要である　な

年

ど

　結婚相談事業及び

度

貸衣裳事業を行う上で

評

必要な感染症対
・コス

価

トの節減、費用対効果

）

普通
策を講じてもらう

刈

ことができる。
効率性

谷

・執行体制の効率性
・

市

手段の最適性　など

　

事

刈谷市婦人会連絡協議

務

会の活動が縮小してい

事

る状況を考
・市が主体

業

となって実施する
高い

評

えると、市が主体とな

価

って支援をしていく必

シ

要がある。
妥当性 　べ

ー

き事業であるか
・総合

ト

計画との整合性　など

（

　婦人会活動を支援す

様

ることで、地域のつな

式

がりの形成に

施策への

２

・施策への貢献度
高い

）

つながり、地域力及び

会

市民力の向上につなが

計

る。
・目標達成度

貢献

名

度 ・市民サービスへの

担

効果　など

今後の方向

当

性 □拡充　□現状維持

部

　□改善・効率化　□

市

縮小　□終期設定　■

民

休止・廃止

・新型コロ

活

ナウイルス感染症の状

動

況を判断しながら、支

部

援が必要かどうかを判

一

断する。

般会計

Ｃ

結

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

婚

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

相

∨

談活動等支援事業
担当課 市民協働課

款 項 目 担当係 地域支援係

2 1



地区　　　　　7地区
　　住民会議参加者数  108人　　住民会議参加者数  142人　　住民会議参加者数   65人　　住民会議参加者数　150人

　

・事業申請に向けた住民会議が行われたことにより、地域の絆づくりのきっかけとなった。

成果
・6地区において実施事業が決定し、交付申請が出された結果、6地区全てが事業採択された。

　申請地区数が停滞しており、住民会議参加者数についても減少傾向にある。申請を促す対策の実施と、住民会議の実施

方法について、検討を行う必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 事業採択をした地区数（地区） 4 5 6 7 10
指標
活動 住民会議への参加者数（人） 108 142 65 150 200
指標

　他市に同様な事業はない。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,564 2,604 1,520 3,468 合計 1,519,639 円
報償費 49,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 負担金、補助及び
交付金 1,470,639 円

一般財源 2,564 2,604

Ｄ

1,520 3,468

　

職員人件費　② 4,2

　

44 2,696 2,2

　

40 3,013

総事業

Ｏ

費（①＋②） 6,80

　

8 5,300 3,76

　

0 6,481

建
設
事
業

∧

全体事業費（単位：千

　

円） 0 ２年度特定財源

　

名称

２年度までの累積

実

事業費 0

４年度以降の

　

事業費見込 0

　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 計画推進

基本

令

施策 参加・協働
施策体

和

系
施策の内容 地域活動

２

の推進

目
　
　
　
的

　自

年

治会等が提案する事業

度

に対して経費を助

主
た

評

る
内
容

○自治会等から

価

提案された事業に対し

）

て審査
成することで、

刈

地域のコミュニティの

谷

絆づく 　会を経たうえ

市

で「元気な地域応援交

事

付金」
り及び活性化を

務

図る。 　を交付する。

事

○次年度事業を検討す

業

る自治会等に対して申

評

　請に向けた支援を行

価

う。

位
置
づ
け

関連計画

シ

根拠法令 元気な地域応

ー

援交付金交付要綱　元

ト

気な地域応援交付金審

（

査委員会設置要綱

対象

様

者 自治会 事業期間 平成

式

２６年度 ～ 令和５年度

１

実施方法 □直営　□委

）

託　□指定管理　■補

会

助・助成　□その他

計名 担当部 市民活動

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

部

３０年度実績 元年度実

一

績 ２年度実績 ３年度計

般

画

・平成29年度に事

会

業採択され ・平成30

計

年度及び令和元年度 ・

地

令和元年度に事業採択

域

され ・令和2年度に事

活

業採択された
　た5地

動

区に対して交付金を交

活

  上期に事業採択さ

性

れた5地区　た4地区

化

に対して交付金を交　

事

6地区に対して交付金

業

を交付
　付した。   

担

に対して交付金を交付

当

した｡  付した。 　

課

する。
・令和元年度の

市

事業内容を検 ・令和2

民

年度の事業内容を検討

協

・令和3年度の事業内

働

容を検討・令和4年度

課

の事業内容を検討
　討

款

する地区に対して申請

項

に 　する地区に対して

目

申請に向 　する地区に

担

対して申請に向 　する

当

地区に対して申請に向

係

　向けた支援を行った

地

。 　けた支援を行った

域

。 　けた支援を行った

支

。 　けた支援を行う。

援

　　申請地区 　　　

係

   4地区　　申請

2

地区 　　　   5

1

地区　　申請地区　　

6

　　　6地区　　申請



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　自治会加入者の

令

減少や役員の担い手不

和

足など、地域コミ
・法

３

的業務
高い

ュニティの

年

希薄化が問題視される

度

中、地域の絆づくり及

（

び
必要性 ・市民ニーズ

令

、社会需要 活性化を図

和

る上での効果的な施策

２

と考えている。
・市民

年

生活上必要である　な

度

ど

　外部委員で構成す

評

る審査委員会の審査を

価

経て執行される
・コス

）

トの節減、費用対効果

刈

普通
こととなっており

谷

、効果的な仕組みと考

市

える。
効率性 ・執行体

事

制の効率性
・手段の最

務

適性　など

　地域自治

事

の仕組みを構築するた

業

めには、地域住民の連

評

携
・市が主体となって

価

実施する
高い

強化が不

シ

可欠である。このため

ー

、市が地域内の協働を

ト

推進
妥当性 　べき事業

（

であるか する施策を行

様

う必要がある。
・総合

式

計画との整合性　など

２

　地域内の協働が進む

）

ことで地域内組織の絆

会

が深まり、総

施策への

計

・施策への貢献度
高い

名

合計画の重点プロジェ

担

クトである、地域力及

当

び市民力の向
・目標達

部

成度 上に寄与する。
貢

市

献度 ・市民サービスへ

民

の効果　など

今後の方

活

向性 □拡充　□現状維

動

持　■改善・効率化　

部

□縮小　□終期設定　

一

□休止・廃止

・事業内

般

容を検討する地区に対

会

して、申請に向けた支

計

援を行う。
・申請地区

地

数の増加に向けた対策

域

を検討する。

活動活性

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

化

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

事

価
　
∨

業
担当課 市民協働課

款 項 目 担当係 地域支援係

2 1 6



6

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 421 913 380 629 合計 380,351 円
需用費 18,601 円

財
　
源

特定財源 0 0 17 0 役務費 361,750 円

一般財源 421 913 363 629

職員人件費　② 2,623 2,079 1,120 1,130

総事業費（①＋②） 3,044 2,992 1,500 1,759

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 自動車・建物保険解約返戻金

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 計画推進

基

令

本施策 参加・協働
施策

和

体系
施策の内容 地域活

２

動の推進

目
　
　
　
的

　

年

地域活動に必要な物品

度

等の運搬用として車

主

評

た
る
内
容

○車両貸出
両

価

（軽トラック）を貸し

）

出し、地域活動の利 ○

刈

車両配備
便性を高め活

谷

性化を図る。 　・北部

市

　　北部市民センター

事

　　1台
　　富士松支

務

所　　　　　1台
  

事

・中部
　　刈谷市役所

業

　　　　　2台
　・南

評

部
　　小垣江市民セン

価

ター　1台
　　東刈谷

シ

市民センター　1台

位

ー

置
づ
け

関連計画

根拠法

ト

令 刈谷市地域活動車両

（

貸出事業実施要綱

対象

様

者 自治会 事業期間 平成

式

２９年度 ～

実施方法 □

１

直営　□委託　□指定

）

管理　■補助・助成　

会

□その他

計名 担当部 市民活

Ｂ
　
事
　

動

業
　
実
　
績

３０年度実

部

績 元年度実績 ２年度実

一

績 ３年度計画

・申請が

般

あった自治会に対し ・

会

申請があった自治会に

計

対し ・申請があった自

地

治会に対し ・申請があ

域

った自治会に対し
　て

活

、地域活動車両の貸出

動

を 　て、地域活動車両

車

の貸出を 　て、地域活

両

動車両の貸出を 　て、

貸

地域活動車両の貸出を

出

　行った。 　行った。

事

　行った。 　行う。
　

業

　貸出件数　106件

担

　　貸出件数　151

当

件 　　貸出件数　10

課

0件 　　貸出件数　1

市

50件

　地域活動車両

民

を必要とする自治会に

協

貸出することで、地域

働

活動の活性化を図るこ

課

とができた。

成果

　利

款

用が多い地区と少ない

項

地区の二分化が進んで

目

いるため、地域活動車

担

両の利便性の向上を図

当

り利用件数を増やす。

係

課題

指標名称（単位）

地

実績値 目標値

３０年度

域

元年度 ２年度 ３年度 ５

支

年度

活動 地域活動車両

援

の貸出件数（件） 10

係

6 151 100 150

2

300
指標
活動
指標

他

1

市との
比較検証



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　自治会加入者

令

の減少や役員の担い手

和

不足など、地域コミ
・

３

法的業務
高い

ュニティ

年

の希薄化が問題視され

度

る中、地域活動を支援

（

する
必要性 ・市民ニー

令

ズ、社会需要 車両を貸

和

出することで地域活動

２

が活性化され、地域の

年

絆づ
・市民生活上必要

度

である　など くりの促

評

進を図る上で効果的な

価

施策と考えている。

　

）

ガソリン代については

刈

、利用した自治会が負

谷

担しており
・コストの

市

節減、費用対効果
普通

事

コストの節減にも努め

務

ている。
効率性 ・執行

事

体制の効率性
・手段の

業

最適性　など

　自治会

評

が単独で車を購入する

価

ことは費用の面で負担

シ

が大
・市が主体となっ

ー

て実施する
高い

きいた

ト

め、市が購入し貸し出

（

すことで自治会の負担

様

を軽減
妥当性 　べき事

式

業であるか している。

２

・総合計画との整合性

）

　など

　地域活動を活

会

性化することによって

計

地域内組織の絆が深

施

名

策への ・施策への貢献

担

度
高い

まり、総合計画

当

の重点プロジェクトで

部

ある地域力及び市民
・

市

目標達成度 力の向上に

民

寄与する。
貢献度 ・市

活

民サービスへの効果　

動

など

今後の方向性 □拡

部

充　□現状維持　■改

一

善・効率化　□縮小　

般

□終期設定　□休止・

会

廃止

　申請件数の増加

計

に向けた対策を検討す

地

る。

域活動

Ｃ
 
　

車

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

両

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

貸出事業
担当課 市民協働課

款 項 目 担当係 地域支援係

2 1 6



22 0

職員人件費　② 0 0 747 0

総事業費（①＋②） 0 0 5,669 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 計画推進

基本

令

施策 参加・協働
施策体

和

系
施策の内容 地域活動

２

の推進

目
　
　
　
的

　新

年

型コロナウイルス感染

度

症の影響により自

主
た

評

る
内
容

　自治会加入世

価

帯数を基準に、自治会

）

へ自治
粛していた地域

刈

の自治会活動を再開す

谷

るに当 会活動支援交付

市

金を交付する。
たり、

事

地域の実情に応じ必要

務

となる感染症対
策を支

事

援し、安全を確保する

業

ことで、自治会
活動の

評

活性化を図る。

位
置
づ

価

け

関連計画

根拠法令 刈

シ

谷市自治会活動支援交

ー

付金交付要綱

対象者 自

ト

治会 事業期間 令和２年

（

度 ～ 令和２年度

実施方

様

法 □直営　□委託　□

式

指定管理　■補助・助

１

成　□その他

）

会計名 担当部 市

Ｂ
　

民

事
　
業
　
実
　
績

３０年

活

度実績 元年度実績 ２年

動

度実績 ３年度計画

　 　

部

・交付自治会数　23

一

地区 　
　 　 　
　 　 　
　

般

　 　
　　　―――――

会

―― 　　　―――――

計

―― 　　　―――――

自

――

自治会に対し、感

治

染症対策を支援し、安

会

全を確保しつつ活動の

活

活性化を図ることがで

動

きた。

成果

課題

指標名

支

称（単位）
実績値 目標

援

値

３０年度 元年度 ２年

事

度 ３年度 ５年度

活動 事

業

業推進率（％） ― 10

担

0.0 ―
指標
活動
指標

当

他市との
比較検証

課 市民協働課

款 項

Ｃ

目

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

担

単位：千円
３０年度 元

当

年度 ２年度 ３年度 ２年

係

度

（決算） （決算） （

地

決算） （予算） 事業費

域

内訳

事業費　① 0 0 4

支

,922 0 合計 4,9

援

22,150 円
負担

係

金、補助及び

財
　
源

特

2

定財源 0 0 0 0 交付金

1

4,922,150 

6

円

一般財源 0 0 4,9



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　新型コロナウイ

令

ルス感染症の拡大防止

和

のため、活動を縮
・法

３

的業務
高い

小している

年

自治会に対する支援と

度

して効果的な施策と考

（

え
必要性 ・市民ニーズ

令

、社会需要 る。
・市民

和

生活上必要である　な

２

ど

　自治会加入世帯数

年

に応じて交付額を変動

度

させることで、
・コス

評

トの節減、費用対効果

価

普通
過不足なくそれぞ

）

れの自治会に見合った

刈

金額を交付するこ
効率

谷

性 ・執行体制の効率性

市

とができる。
・手段の

事

最適性　など

　自治会

務

の活動が縮小している

事

状況を考えると、市が

業

主体
・市が主体となっ

評

て実施する
高い

となっ

価

て支援をしていく必要

シ

がある。
妥当性 　べき

ー

事業であるか
・総合計

ト

画との整合性　など

　

（

自治会活動を支援する

様

ことで、地域のつなが

式

りの形成に

施策への ・

２

施策への貢献度
高い

つ

）

ながり、地域力及び市

会

民力の向上につながる

計

。
・目標達成度

貢献度

名

・市民サービスへの効

担

果　など

今後の方向性

当

□拡充　□現状維持　

部

□改善・効率化　□縮

市

小　□終期設定　■休

民

止・廃止

・新型コロナ

活

ウイルス感染症の状況

動

を判断しながら、支援

部

が必要がどうかを判断

一

する。

般会計

Ｃ
 

自

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

治

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

会活動支援事業
担当課 市民協働課

款 項 目 担当係 地域支援係

2 1 6



83 13,684 合計 12,583,153 円
需用費 1,849,757 円

財
　
源

特定財源 487 492 268 339 役務費 231,806 円
委託料 10,177,044 円

一般財源 12,468 12,266 12,315 13,345 使用料及び賃借料 324,546 円

職員人件費　② 386 385 373 1,883

総事業費（①＋②） 13,341 13,143 12,956 15,567

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 国際プラザ使用料

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 計画推進

基本

令

施策 共生・交流
施策体

和

系
施策の内容 国際交流

２

・都市間交流の推進

目

年

　
　
　
的

　国際プラザ

度

の良好な施設維持管理

評

に努め、

主
た
る
内
容

　

価

施設の適正な維持や保

）

守管理を行う。
本市の

刈

国際化・多文化共生社

谷

会実現を担う拠
点施設

市

として、利用者の利便

事

性を図る。

位
置
づ
け

関

務

連計画 刈谷市国際化・

事

多文化共生推進計画

根

業

拠法令 刈谷市国際プラ

評

ザ条例

対象者 対象者を

価

限定せず 事業期間 平成

シ

２４年度 ～

実施方法 ■

ー

直営　■委託　□指定

ト

管理　□補助・助成　

（

□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　

当

業
　
実
　
績

３０年度実

部

績 元年度実績 ２年度実

市

績 ３年度計画

・適切な

民

利用環境の提供 ・適切

活

な利用環境の提供 ・適

動

切な利用環境の提供 ・

部

適切な利用環境の提供

一

　国際プラザの利用者

般

に適切な利用環境を提

会

供できた。

成果

　施設

計

利用者のニーズに合わ

国

せて快適に利用ができ

際

るよう検討・対応して

プ

いく必要がある。

課題

ラ

指標名称（単位）
実績

ザ

値 目標値

３０年度 元年

管

度 ２年度 ３年度 ５年度

理

成果 国際プラザの利用

事

者数（人） 16,09

業

3 15,605 4,8

担

30 15,500 16

当

,000
指標

指標
　県

課

内の市町村の持つ類似

市

施設としては、名古屋

民

市、豊橋市、豊田市、

協

みよし市のみ。
他市と

働

の
比較検証

課

款 項 目 担当係 協

Ｃ
　
事
　

働

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

推

千円
３０年度 元年度 ２

進

年度 ３年度 ２年度

（決

係

算） （決算） （決算）

2

（予算） 事業費内訳

事

1

業費　① 12,955

1

12,758 12,5



2

年度 元年度 ２年度 ３年

1

度 ５年度

活動 市民活動

1

支援基金寄附件数（件） 25 27 19 30 35
指標
活動
指標

　市民活動を支援するための基金は県内では豊橋市、一宮市、安城市、蒲郡市、犬山市、新城市、大府市、
他市との 高浜市、田原市、大口町が運用している。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 755 788 832 11 合計 832,269 円
積立金 832,269 円

財
　
源

特定財源 41 63 112 11

一般財源 714 725 720 0

職員人件費　② 386 385 373 0

総事業費（①＋②） 1,141 1,173 1,205 11

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 市民活動支援基金積立金利子
総務管理事業費寄附金

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 計画推

令

進

基本施策 参加・協働

和

施策体系
施策の内容 市

２

民活動の推進

目
　
　
　

年

的

　市民活動の財政的

度

な支援を図るため創設

評

し

主
た
る
内
容

　市民活

価

動支援基金に対する市

）

民等からの寄
た市民活

刈

動支援基金を運用し、

谷

共存・協働の 附金を積

市

み立てるとともに、マ

事

ッチングギフ
まちづく

務

りの推進を図る。 トと

事

して市から寄附金と同

業

額を積み立てる。

位
置

評

づ
け

関連計画 刈谷市共

価

存・協働のまちづくり

シ

推進基本方針

根拠法令

ー

刈谷市市民活動支援基

ト

金条例

対象者 対象者を

（

限定せず 事業期間 平成

様

２１年度 ～

実施方法 ■

式

直営　□委託　□指定

１

管理　□補助・助成　

）

□その他

会計名 担当部 市民

Ｂ
　
事
　

活

業
　
実
　
績

３０年度実

動

績 元年度実績 ２年度実

部

績 ３年度計画

・市民活

一

動支援基金への寄附 ・

般

市民活動支援基金への

会

寄附 ・市民活動支援基

計

金への寄附 ・市民活動

市

支援基金への寄附
　金

民

及び基金利子の積立 　

活

金及び基金利子の積立

動

　金及び基金利子の積

支

立 　金及び基金利子の

援

積立
・寄附金額371

基

,762円（平成29

金

・寄附金額384,0

積

96円（平成31・寄

立

附金額319,746

事

円（令和2 ・寄附金額

業

400,000円
年1

担

2月5日～平成31年

当

1月8日受年1月8日

課

～令和2年1月7日受

市

理年1月8日～令和3

民

年1月8日受理
理分）

協

分） 分）

　市民や企業

働

等へ啓発を行い、市民

課

活動支援基金への寄附

款

に対する理解と協力を

項

得られ、多額の寄附を

目

受けることができ

成果

担

た。

　より多くの市民

当

からの寄附の増加を目

係

指し、広報について、

協

チラシ、市民だより、

働

ホームページ以外の方

推

法を検討する

必要があ

進

る。
課題

指標名称（単

係

位）
実績値 目標値

３０



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 84,495 85,520 186,026 194,009 合計 186,025,810 円
報償費 99,233,176 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 213,954 円
委託料 86,578,680 円

一般財源 84,495 85,520 186,026 194,009

職員人件費　② 2,700 2,310 3,733 6,027

総事業費（①＋②） 87,195 87,830 189,759 200,036

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 計画推進

基本施

令

策 参加・協働
施策体系

和

施策の内容 地域活動の

２

推進

目
　
　
　
的

　市政

年

の円滑な運営を期する

度

ため、市の地域

主
た
る

評

内
容

　４月１日現在の

価

市民だより配付世帯数

）

を基
行政事務を促進し

刈

、市民生活の利便を図

谷

る。 準に、地区へ地域

市

行政事務委託料を支払

事

う。
○委託事業の概要

務

・地域行政の円滑な運

事

営
・市民だより等の配

業

付物を全世帯へ配布
・

評

地区内広報板の管理

位

価

置
づ
け

関連計画  

根拠

シ

法令 刈谷市地区委員設

ー

置に関する規則

対象者

ト

市民 事業期間 ～

実施方

（

法 □直営　■委託　□

様

指定管理　□補助・助

式

成　□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　

市

事
　
業
　
実
　
績

３０年

民

度実績 元年度実績 ２年

活

度実績 ３年度計画

・市

動

民だより配付世帯数 ・

部

市民だより配付世帯数

一

・市民だより配付世帯

般

数 ・市民だより配付世

会

帯数
　58,535世

計

帯 　59,216世帯

地

　59,996世帯 　

域

60,000世帯

　市

行

民だより等を地域が直

政

接配付することにより

事

、市民生活の利便性の

務

向上とともに、地域活

事

動の活性化を図ること

業

がで

成果
きた。

　地域

担

と関わりを持たない世

当

帯が増加しており、市

課

からの情報伝達が行き

市

届かないなど、地域行

民

政事務への影響が懸念

協

さ

れるため、自治会加

働

入促進を図る必要があ

課

る。
課題

指標名称（単

款

位）
実績値 目標値

３０

項

年度 元年度 ２年度 ３年

目

度 ５年度

活動 市民だよ

担

り配付世帯数（4/1

当

現在）（世帯） 　58

係

,535 　59,21

地

6 59,996 　60

域

,000 60,500

支

指標
 

指標
 

他市との

援

比較検証

係

2 1 6


